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はじめに

　司法制度改革の一環として，2004年に法科
大学院が創設されてから10年あまりが経過し
た。当初，法科大学院設置により，法学教育（1）

にどのような影響が生じるのかという問題が
盛んに議論され，そこでは主に二つの視点か
ら論じられた。一つは，法科大学院における
法学教育のあり方（カリキュラムや個別の科
目等）そのものについてであり，もう一つは，
これまで法学教育を担ってきた大学の学部教
育の行く末についてである。特に後者に関し
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ては，法科大学院が法曹養成課程への入り口
を担うことにより，既存の法学部の役割に取っ
て代わることになることから，法学部はその
存在意義や価値を問われると共に，学部教育
の質的変容の必要性や「法学部」そのものの
消滅可能性までもが指摘されていた（2）。
　翻って，今日の学部における法学教育を見
るに，かつて指摘されていた教育の質的変容
は，さほど生じていないようにも思われる。
これには様々な要因が考えられるが，このこ
とが即，学部における法学教育の必要性を裏
付けるものではないし，変容が不必要である
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  ［Abstract］
The Desirable Situation for Civil Procedure Law Education in 
University Departments other than Departments of Law
　Reform of the Japanese judicial system was started in 1999, and 
Japanese law schools were established in 2004, with the purpose 
of fostering legal professionals. Since then, it has been argued that 
the role of university departments of law has changed or they have 
lost their purpose because in the past only they had carried out 
the role of fostering legal professionals. Civil procedure law is one 
of the subjects that has been affected by the establishment of law 
schools, and because of its practical nature, the necessity of teaching 
civil procedure law in departments of law has been questioned. 
Even under these circumstances, however, it seems that there 
are important reasons to continue teaching civil procedure law in 
university departments of law. This can also be applied to questions 
concerning the necessity to teach civil procedure law in departments 
other than departments of law. This paper confirms two points: 
(a) the necessity for legal education in both departments of law 
and other departments, and the necessity for civil procedure law 
education in departments of law; and (b) the essential purpose of civil 
law procedure education, and why that education is necessary even 
for students who do not major in law.
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との結論をもたらすものでもない。また，昨
今の法科大学院をめぐる諸状況や，学部が法
学教育を施す機関としての役割を担い続けて
いる現状を考慮した時，かつて指摘された学
部における法学教育の意義等を再度位置づけ
るためにも，学部における今後の法学教育の
目的や方向性をどのように定めるべきである
かを再考する必要があるだろう。特に，民事
訴訟法を始めとする民事手続法は，法執行の
実務的要素が色濃い分野であるため，法曹志
望者にとっては必要不可欠な知識であるもの
の，法曹志望ではない者に対する教育として
は，どの程度の内容がどのように必要とされ，
さらに，どのように教育展開がなされるべき
であるか，一考を要する。同時に，これらを
検討することは，法学部に止まらず，広く学
部教育における法学教育の意義や方向性を探
ることにも通じるものである。
　以上の観点から，本稿は，学部における法
学教育の意義や目的を検討すると共に，特に，
法学部以外で展開される民事手続法教育のあ
り方について考察する。

１．学部における法学教育の位置づけ

（１）学部における従来の法学教育目的
　学部における法学教育は，法科大学院創設
が決定する以前から議論されてきたテーマで
ある。そこでは，学部法学教育の目的をめぐっ
て多数説と少数説が対立していた。多数説は，
学部での法学教育はあくまで一般教育であ
り，法学的一般教養もしくは法律的教養を具
えた社会人の養成が主眼であって，職業的教
育の性格を持たず，法律専門家の要請もしく
は法律専門職への資格付与を目的としないと
する説であり，これに対する少数説は，法律
的教養を具えた社会人の養成のみならず，法
律的専門職（裁判官，検察官，弁護士，公証
人のみならず，官公庁・国際機関・企業の法
務職）に必要な基礎的素養を与えることを目

的とするものであり，一般教育のほか職業的
教育の性格も有すると説く（3）。この二つの見
解のいずれが妥当であるかを判断するにあた
り，松浦馨教授は，卒業生の就業先や修業年
限，学部等教育課程前後の教育課程，教育・
研究体制，学部卒業者に対する社会の要請等
の諸要素がその決定に作用するとして（4），こ
れらを踏まえた検討を行っている。そして，
法的教養（素養）を具えた社会人（ジェネラ
リスト）の養成を目指す多数説の考え方と，
それに加えて法律的専門職（スペシャリスト）
の養成に必要な基礎的素養の付与を目指す少
数説は，少数説が付加するスペシャリストの
養成といった特徴が，わが国の法学部が置か
れる状況を前提とする限りは「たかが知れて
いる」ため，両説の差異はそれほど大きいも
のではないと指摘する（5）。その上で，「わが
現行の制度・条件を前提として学部における
法学教育の目的は何かと問われれば，「法律
的教養を具えた社会人の養成」と「法律的専
門職に必要な基礎的素養を与えること」であ
ると答えてよいであろう。」と結論している（6）。
　しかし，1999年７月に司法制度改革審議会
が設置され，法科大学院の創設の動きが具体
化し始めると，上述のような，学部における
法学教育の目的はスペシャリスト養成かある
いはジェネラリスト養成かというような議論
は，もはや成立しなくなったと言える。法科
大学院がスペシャリスト養成機関となるから
である。これにより，法学部は，残されたジェ
ネラリスト養成の部分を担う存在となるの
か，仮にそうであった場合，今度はジェネラ
リスト養成に重点を置く他の社会科学系の学
部との差異は何かという点について問題が提
起された（7）。これを検討するにあたり，以
下では，法科大学院設置直後の議論状況を概
観しておく。

（２）法科大学院設置直後の議論状況
　法科大学院の設置により，特に法学部にお
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ける法学教育は，その足場が急速に不確かな
ものになった。というのも，法科大学院自体
に法律未修者コースが設けられ，法科大学院
における教育システムは基本的には法学部教
育から切り離されたものとなっているため
に，法学部が従来果たしてきた法曹輩出機関
としての役割が，法科大学院に完全に奪われ
てしまったからである。そこで，法学部が辿
るべき方向性として様々な提案がなされてき
た。
　第一は，法学部の廃止もしくは縮小化案で
ある。しかしこれについては，法学部の「法
的素養を備えた多数の人材を社会の多様な分
野に送り出すという独自の意義と機能」を放
棄するものであり，法的素養を身につけた社
会人の一層の増大を必要とする二一世紀の日
本社会の要請に逆行するものとの指摘がなさ
れた（8）。実際にも，法科大学院設立後に全
国の法学専門教育実施大学に対して実施され
たアンケート調査（9）において，学生定員は

「現状維持からやや減少傾向」という状況で
あるものの，削減幅はそれほど大きなもので
はないことが指摘されており（10），廃止はも
とより縮小化自体も進捗を見なかったと言え
よう。
　第二は，いわゆる法学教育のリベラルアー
ツ化である。一口にリベラルアーツ化といっ
てもその方法や内容は多岐にわたるが，卒業
後の学生の進路をその手掛かりとして，学部
における法学教育の方向性を定めようとする
ところに一つの共通点を見つけることができ
る。すなわち，法学部生（あるいは法律学を
主として学習した学生）の卒業後の進路とし
て，法曹や研究者になるのはごくわずかであ
り，官公庁の公務員の他，税理士あるいは不
動産鑑定士等の法的資格保持者となる者もい
るが，その大多数は一般企業へ就職する者で
あることから，法科大学院が法律専門職養成
機関である以上，学部における法学教育の主
要な舞台は，一般企業へ就職する大多数の

者へ向けたものになるだろうという点であ
る（11）。このように出口が多様な場面におい
ては，多様な市民がそれぞれの活動領域にお
いてリーガルシンキング能力を発揮できるよ
うに，法学研究の対象選択の自由・方法論の
自由が保障されるべきであることが主張され
る一方（12），安易なリベラルアーツ化は避け，
それぞれの学問が本来持つ基本的なことを
しっかり教えるべきであるとの見解も提示さ
れていた（13）。
　第三は，法科大学院との連携を模索するも
のである。つまり，法学部は法科大学院既習者
コース入学のための旧制予科的存在であり（14），
専門としての法学教育を維持さらには強化する
必要性が求められるとする（15）。この第三の方
向性は，基本的には従来の学部教育の維持に
繋がるものであるといえよう。
　その他，司法制度改革審議会意見書では，
法科大学院導入後の法学部教育について，「法
曹以外にも社会の様々な分野に人材を輩出し
ており，その機能は法科大学院導入後も基本
的に変わりはない」とした上で，「法科大学
院との役割分担を工夫するものや，法学基礎
教育をベースとしつつ，例えば，「副専攻制」
の採用等により幅広い教育を目指すものな
ど，それぞれの大学が特色を発揮し，独自性
を競い合う中で，全体としての活性化が期待
される。」と述べられている。

（３）法学部教育の変容とジェネラリストの
養成，他学部における法学教育

　このように，法科大学院設置当初は，学部
における法学教育について盛んに議論され
その方向性を巡って様々な提言がなされて
きたが，その後の動向を見るに，法学部の廃
止やリベラルアーツ化といった現象は見られ
なかったといってよい。ただ，ほとんどの大
学において専門基礎の重視という方向でカリ
キュラム改革が行われ，高校までの教育との

「接続教育」や大学教育への「導入教育」の
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重視，少人数教育といった改革動向が見られ
ることが指摘される（16）。しかし，これらの改
革が，法学部における法学教育の意義や目的
を予め据えてなされたものであるかどうかは
疑問である。というのも，これらのことを以っ
て，（1）で示したところの問い─すなわち，
法学部はジェネラリストの養成を大々的に担
うのか否か，仮に担うとした場合に，他学部
との違いをどこに求めるのかという問い─に
は答えられないからである。
　従来の法学部教育が掲げてきた「法学の素
養を身に付けたジェネラリストの養成」と，
その遂行による「社会への一定の寄与」とい
う側面に対しては，批判的な見解がないわけ
ではない。例えば，法学部卒業者の有する「法
的な知識」は，決してはじめから「ジェネラ
リスト」を育てるように特別に組み立てら
れた法学教育の正統な成果として習得された
ものではなく，単に伝統的な法学教育の意図
せざるバイプロダクトにすぎなかったと言う
べきであることが指摘されている（17）。また，
上記のようなジェネラリスト養成教育は，本
来，初等・中等教育の中もしくは法学部以外
の学部学生に対して実施すべきであり，法学
部の学生に対して行うことについての疑問も
呈されている（18）。後者の見解に従えば，法
学部はジェネラリスト養成の看板を掲げるべ
きではないことになる。
　さらに，実際に先の学術会議第二部法学政
治学教育研連のアンケート結果によると，今
後の法学部の教育目標として，主にジェネラ
リストを養成する法学専門教育を目指すと回
答した大学は22％であり，多様な専門職業的
教育と回答した大学が35％，検討中と回答し
た大学が14％という数字に照らすと，法学部
教育としてジェネラリスト養成に舵を切る傾
向にあるとは言い難い（19）。
　その一方で，法的素養を有する人材を幅広
く社会に送り出すという役割は，今後も弱ま
ることはなく，市民自身が自己の権利を（法

曹の援助を受けながら）実現していけるよう
にしなければならない中で，法学部で学んだ
人材が社会の各層に分厚く存在することの意
味は大きいとの指摘や（20），法化社会への突
入が避けられない現代において，法曹志望で
あるか否かにかかわらず法的思考力を養うこ
とは，企業のみならず一般社会において必要
であるともされる（21）。
　では，このような法的素養や法的思考力の
涵養は，法学部教育においてのみ求められる
ものであるのだろうか。つまり，法学部にお
ける法学教育と，他学部における法学教育と
の間で，獲得される（あるいは獲得を目指す
ところの）「法的素養」や「法的思考力」に
実質的な差異があるのか，あるとすればそ
れらはどのような関係にあるのだろうか。こ
れを明らかにすることは，法学部が養成を目
指すジェネラリスト像を明確にすることに繋
がり，そこから自ずと，他学部におけるジェ
ネラリストとの相違が浮かび上がる。これに
よって，先の問いに対する答えを見出すこと
ができるであろう。
　法学部以外の学部における法学教育には，
主に二つの実態があると考えられる。一つ
は，所属としては他学部にあるものの法律学
科として，あるいは，名称は別としても実質
的に法学部同様の体系的な法学教育が展開さ
れている場合である。この場合，履修指導上，
所属学部あるいはその冠する名称に関連した
他の専門科目との履修バランス等により何ら
かの制約や影響を受けるかもしれないが，そ
れも体系的な法学教育を損なうほど大きなも
のではない。もう一つは，他の専門科目が履
修上のメイン科目として取り揃えられ，法律
科目は基本三法あるいは憲法と民・商法のみ
といった形での教育展開がなされる場合であ
る。
　この違いは，それぞれの教育目的に大きく
影響する。すなわち，前者においては，従来
の法学部教育から大きくかけ離れたものでは
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なく，したがって法学教育の目的としても，
従来の法学部教育のそれが多分に意識されて
いると考えられる。他方で後者の場合は，事
情が大きく異なる。ここでの法律科目は，他
の専門科目のいわば周辺事項として存在して
いるため，法学部における教育目的を踏襲す
ることは出来ない。そうすると，必然的にそ
の教育目的は「法の体系的理解」よりも「他
の学習事項の理解を深めるために必要な一要
素としての理解」である。このような違いが
ある中で，それぞれに求められる，あるいは
それぞれから得られる「法的素養」もまた，
厳密には同一でないと考えられる。従来の法
学部教育の目的をある意味踏襲するような状
況下において求められ習得が期待される法的
素養は，例えば条文や法解釈であったり，判
例や学説の検討能力であったり，あるいは法
の体系的理解であったりと，法律学習そのも
のに必要な基礎的，本質的能力であるのに対
し，周辺事項としての理解を求める場合に期
待される法的素養としては，例えば主要な学
習分野に関連する法規や判例の存在とそれら
の有する影響力の単純な認識など，法を単な
る一つの制度・制約として捉え適用する能力
であったり，ヨリ根本的には，そこで必要と
される法規や関連する法的問題を調査する能
力であったりと，法そのものや法的議論への
理解を深めるというよりはむしろ法を一つの
ツールとして利用するという技術的色合いが
濃い能力である。したがって，法学部あるい
は準法学部とでもいうべき環境での法学教育
と，純粋に他学部における非専門としての法
学教育において一見共通する「法的素養を具
える」との目的は，その実内容的に大きな相
違があることは否めない。
　しかし，この違いは乖離するものではない
だろう。というのも，他学部における非専門
的学習としての法学教育（以下ではこれを「非
専門的法学教育」と呼ぶ）により期待される
法的素養は，法学部等で学習の中心として実

施される法学教育（以下ではこれを「専門的
法学教育」と呼ぶ）においても当然に獲得が
期待されるものであるからである。言い換え
るならば，専門的法学教育である法学部教育
で涵養を目指す法的素養は，他学部における
非専門的法学教育で育む法的素養をも含むも
のである。したがって，法を意識した上での
問題解決を目指すという最も基本的な法的素
養は全てに共通するものであって，この点に
ついて見る限りは，学部の異同による質的差
異はない。
　上述した，専門的法学教育が非専門的法学
教育における法的素養を含むという包含関係
は，それぞれの法学教育の目的の関係性の場
面では逆転する。というのは，法学部におけ
る専門的法学教育と他学部における非専門的
法学教育の目的の差異は，各々が社会に輩出
しようとする人材の育成にも左右されるか
らである。つまり，既に指摘されるよう（22），
従来の法学部教育は法曹養成の一環としての
役割を担うと同時に，準法曹とでもいうべき
一定の国家資格取得を目指す者や法学研究者
といった法律専門職への人材輩出や，公務員
あるいは企業の法務部門での活躍を企図した
教育，そして，日常的に法的案件を扱うこと
はないが大多数の者が従事することになるで
あろう一般社会人育成の教育をも担ってきた
が，前二者は法科大学院が主に引き受ける
こととなった現在（23），法学部としては残る
二つの対象に向けた教育展開を主軸に据える
他なく，この後二者のうち，法学部が手腕を
振るうのは前者であろう。公務員あるいは企
業の法務部門での活躍を目指す層への教育に
は，専門としての法律学の学習が求められる
べきである（24）。これに対し，他学部におけ
る非専門的法学教育は，一般社会人の育成の
一環に貢献するものであり，法学教育の深さ
という点からすると，法学部における法学教
育には及ばない。つまり，法律学習には，法
規や法理論の調査能力，法理論や解釈に関わ
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る思考力，当該問題への法規範や解釈等の適
用力，当該問題そのものの法的解決能力と
いった，法律学に関わる主に四つの能力を鍛
える側面があり，これらは順にその法的専門
性が高くなっている部分がある。従来の法学
部教育にあっては，これらを順に学習してい
くプロセスを経験しあるいはその作業を繰り
返すことで，徐々に法的専門性を高めていく
のであるが，他学部における非専門的法学教
育は基本的にこれとは異なり，特に適用力，
思考力，解決力をめぐっては，専門的な深さ
よりも基礎的な技術や知識としての習得が望
まれ，これらの段階的習得よりも並列的かつ
表層的な習得が求められる（25）。
　以上から，法学部はジェネラリストの養成
を大々的に担うのか否か，仮に担うとした場
合に，他学部との違いをどこに求めるのかと
いう問いについては，およそ以下のように答
えることができよう。まず，法学部がジェネ
ラリストの養成を担うか否かについては，例
えば企業法務等，社会からの法的素養涵養の
要請がある以上，これを肯定することになる
が，その場合であってもなお，他学部との違
いは存在する。すなわち，法学部の指向する
法学教育は専門的法学教育であり，そこでは
法曹養成に求められる高度な専門性は必要な
いものの，一般社会から求められる法的素養
を含みつつ，それを超えた専門的法的素養が
追及されるべきである。これに対し，他学部
における非専門的法学教育は，いわゆる通常
の法的素養で十分であり，そこでは法化社会
を生き抜くための法感覚の育成や，社会人と
して直面する法的諸問題についての調査能力
を育て磨くことが主体となる。これらの違い
は，明確に区切られるものではなく，さなが
らグラデーションを描くかの如くであるが，
当然のことながら，法学部の養成するジェネ
ラリストは他学部が養成するジェネラリスト
と比較して全般的に法的専門性が高く（ただ
し，法科大学院で求められるほどの高度の法

的専門性までは必要ない），問題の把握や解
決の際の思考の中心は法に置かれるのに対
し，他学部が養成するジェネラリストは，仮
に法学教育を受けていたとしても，問題解決
の中心はあくまで他の専門に置かれ，法的素
養は，その中心を補助する役割を担うに過ぎ
ないのである。

２．民事手続法教育の位置づけ

（１）　問題の所在
　１.では，法科大学院設置後の法学教育の
意義について主に検討してきたが，教育の意
義という点からすると，民事手続法教育もま
た一つのターニングポイントを迎えたと言え
るだろう。ここでの民事手続法は，民事訴訟
法，民事執行法，倒産法関連の諸法を念頭に
置いているが，これらは比較的実務との関連
が深く，一般的な法的素養として求められる
実体法とは少々趣が異なる。もちろん，裁判
制度を理解しておくことは必要であるし，自
力救済の禁止との関係から司法システムを把
握することも重要である。さらに，今後の法
学部教育が行う専門的法学教育においても，
これらの法を学習することは重要であろう。
しかし，一般的なジェネラリスト養成として
非専門的法学教育を念頭に置いた場合はどう
だろうか。近時の社会情勢を踏まえると，倒
産法関係については学習機会を提示すること
は重要である。また，一般企業に就職し法務
関係に携わることのない者であっても，特に
金融関連分野へ勤める者にとっては，執行・
倒産関係の法を学習しておくことは有用であ
る（26）。
　では，民事訴訟法はどうであろうか。もち
ろん，隣人トラブルや消費者トラブル等，日
常生活の中にあって裁判沙汰に巻き込まれる
こともあるかもしれない。しかし，このよう
な場合，ほとんどのケースでは弁護士が訴訟
代理人となって紛争解決にあたるのが通常で
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あり，訴訟物の何たるかを理解していなくて
も裁判を行うことができるし，既判力の作用
を知らずとも，同一紛争を再び裁判所で争う
ことは滅多にしないであろう。また，執行法
や倒産法の前提知識としての必要性だけであ
れば，その範囲を相当に絞って教育を展開す
ることでも足りるように思われ，むしろその
方が好ましいとも言えるかもしれない。以上
のように考えるとき，民事訴訟法を学習する
意義や目的は，単に「法の学習」ではなく，もっ
と別なところにこそ存在するのではないかと
の疑問が生じる。このことは，特に非専門的
法学教育を実施する際にその教育目的に対し
て影響を与え，ひいては民事手続法教育全般
の意義に対する検討に際しても，一つの鍵と
なるであろう。
　したがって，以下では，非専門的法学教育
における民事訴訟法教育の検討の前段階とし
て，従来の法学部教育と法科大学院設置前後
における民事訴訟法教育と民事手続法教育に
ついての議論を概観する。

（２）　大学における民事訴訟法教育
①　従来の法学部教育における民事訴訟法教

育
　法科大学院が設置される以前から，大学に
おける民事訴訟法教育はどのようなものであ
るべきかという議論がなされていた。そこで
は，法学部を卒業しても，ほとんどは専門的
な法実践とは無縁なところで仕事をする人々
に対して，＜なんのために民事訴訟法を講じ
るのか＞，＜いかなるエッセンスを学びとっ
てもらえれば，講義の目的を達成したといえ
るのか＞という悩みがあり，この悩みは，我
が国の法学（部）教育が抱える問題点が，民
事訴訟法に凝縮してあらわれたものとみてよ
いとの指摘がなされている（27）。また，民事
訴訟法学会のミニ・シンポウジウムにおいて
も，「大学における民事訴訟法教育」と題して，
法学部で民事訴訟法を教える目的や法曹志望

ではない者に対する教育について等の議論が
なされている（28）。
　まず，法学部における民事訴訟法教育の目
的や意義について，石川明教授は，「民事実
体法は民事上の権利の発生・変更・消滅の要
件・内容を定めるが，その実現の手続がなけ
れば実体法における実体権の保障は画餅に過
ぎない」とし，「権利保障の体系やその学習
は実体法と手続法というこの両輪をもって完
成するもの」といえ，「この意味で手続法の
学習は，実体法の学習と並んで権利保障の体
系の学習にとって不可欠である」とする（29）。
加えて，「法の体系が実体法・訴訟法の双方
を通して実体権をいかなる範囲で保障するの
かという点は，実体法の学習のみからではな
く，これに加えて手続法の学習を通してはじ
めて十分にみえてくるということを忘れては
ならない」と指摘して（30），民事訴訟法学を
学ぶ意味や目的を認識させることの重要性を
説く。同様のことは，吉野正三郎教授も説か
れているし（31），具体的な目標としては「現
実の民事訴訟法の動態を認識させるととも
に，個々の規範のあり方，制度の思想または
法解釈論を理解させることにあるといってよ
い」との指摘（32）は，これらを敷衍したもの
であるといえよう。ただ，これらは「民事訴
訟法を学ぶ意義」という側面が全面に現れた
ものであって，「大学で学ぶ」あるいは「企
業に就職する学生に向けた教育」という側面
をとりわけ重視して導かれる目的というわけ
ではないだろう（33）。
　これに対し，井上治典教授は，民事訴訟法
は直接的には訴訟という専門家がかかわる特
殊な場と手続を対象にしているが，「そこに
流れる考え方なり精神は訴訟の外で行われる
人と人とのかかわりについての理論や作法と
共通の基盤を有しており，したがって，手続
一般に通じる普遍性をもっているはずであ
る」（34），「手続法は意見を異にする人間がコ
ミュニケートするひとつのいわば究極のモデ
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ルであって，人間のかかわりについての普遍
的な思想のあらわれにほかならない」ので
あって，「法律専門家になる人はもちろん，
そうでない人も学ぶにあたいするエッセンス
をもっている」と述べられる（35）。そのため，
講義の対象となるのは「よき社会人でもあり，
よき専門家になる人でもあるのであって，両
者の間に隔壁はない」として，法曹を目指す
か否かを問わずに民事訴訟法を学ぶ意義を肯
定する。このような井上教授の見解は，専門
家に必要な教育とよき社会人に必要な教育は
重なるところがあり，「よき社会人としての
素養」を身に着けているからこそ，「よき専
門家」になれるのであって，両者に必要な素
養はじつは共通で一致していなければならな
いとの考え方に基づいている（36）。
　井上教授が，スペシャリスト教育とジェネ
ラリスト教育を分けずに民事訴訟法教育を検
討する一方で，これらを分けて検討するのが
松浦馨教授である。松浦教授は，民事訴訟法
教育の必要性としては，一般的に指摘される
よう，実体法の権利が手続法により補充され
るという点に求めた上で（37），９割以上がジェ
ネラリスト志望であるとの現実を踏まえて講
義を展開すべきとする（38）。
②　法科大学院設置による民事手続法教育へ

の影響
　その後，法科大学院の設立により，民事手
続法教育に一つの疑問が投じられることにな
る。すなわち，法学部のあり方，存在自体が
問われるなか，法学部において実体法はとも
かく，訴訟法の授業にまで力を入れる必要が
あるのかという問いかけがなされるかもしれ
ないというものである（39）。これに対しては，
民事訴訟法に限らず，民事手続法全体のあり
様として以下のような見解が提示されてい
る。
　まず，法学部における民事手続法教育は法
曹養成のための教育とは相対的に切断された
形で構築されるべきで（40），そこでは，「手続」

という考え方の基本を身につけさせることを
中心とした，ジェネラリスト教育として再
編されるべきであるとの提言がなされた（41）。
その際，「手続」というものの考え方を教え
ると共に，現代社会において民事手続が果た
す役割を明らかにすることも目的とされるべ
きであるという（42）。
　また，法学部とそれ以外の学部における法
学教育とを区別し，法学部にあっては，法化
社会を下支えするのが法学士の役割であっ
て，当面，法曹と一般国民の間にいて，両者
をつなぐ存在としての意義をより明確なもの
にすべきであり，手続法こそが，市民教育と
しての法教育と法学部教育を分かつ最大の要
素であると指摘する見解がある（43）。
　法学部における民事手続法教育について
は，ここで示されている手続法教育の意義や
目的に異論はない。法科大学院設置後の学部
教育の議論とも共通するが，法学部が担うべ
き教育を前提にすると，ジェネラリストの養
成のうち，企業法務等，専門的な法的知識を
有する職業人の輩出を使命とするのであれ
ば，上記のような指摘はもっともである。し
かし，手続法は市民教育としての法教育に
とって，本当に不必要なものであろうか。も
ちろん，市民教育にも様々な幅があり，例え
ば中学生に対するいわゆる法教育と，契約の
主体となれる消費者に対する教育とでは内容
的に異なる。しかし，それを考慮してもなお，
手続法教育の果たす役割があるのではないだ
ろうか。この点を検討する必要がある。
　また，もう一つ検討すべき点としては，法
学部以外の学部での法学教育における民事手
続法教育の意義である。法学部以外の学部に
おける法学教育は，中学・高校・消費者といっ
た市民教育の延長と考えられるという指摘が
あるが（44），他学部の専門分野における問題
解決に必要とされる法的知識の中には，一般
的な教養を越えてある程度専門的な手続的知
識を要する場合がある（例えば，強制執行に
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おける引受主義や消除主義についてなど）。
これについては，法学部教育が対象とする層
との重なりが生じる部分もあり，それらの相
互関係を確認しておくことが必要であろう。
法学以外のそれぞれの専門において，どのよ
うな手続法的教育が必要とされるのかを考察
することで，法学部以外の学部における民事
手続法教育の意義と特色を探ることができる
のではないか。このことはまた，逆説的に，
法学部における民事手続法教育のあり方を探
ることにも繋がる。
　したがって，次章では，法学部以外の学部
における民事手続法教育について考察すると
共に，そこでありうべき手続法教育はどのよ
うなものであるべきか，それは根本的に法学
部における手続法教育と異なるのか否かにつ
いて検討する。

３．法学部以外の学部における民事手
続法教育の展開

（１）非専門的法学教育における民事手続法
教育の意義

　最初に，法学部以外の学部というのは何を
指すのかをもう一度明らかにしておきたい。
1.（3）でも述べたように，法学部以外の学
部において実施される法学教育の態様には二
種類あり，一つが，名称に関わらず法学部と
同様のカリキュラム体系で法学教育を実施す
る場合（専門的法学教育）で，もう一つは，
他の専門分野を主軸に据えたカリキュラムの
中で，補助的に法学教育が施される場合（非
専門的法学教育）である。専門的法学教育の
場合，民事手続法教育の意義は法学部におけ
るそれと同様に考えることができるのに対
し，非専門的法学教育の場合には，それぞれ
主軸に据えられる専門分野との関係により，
一般の市民教育としての手続法教育でよいの
か，あるいは，特定の分野についてある程度
詳細な内容を必要とするのか等，その教育目

的や教育すべき内容は異なるであろう。ここ
では，この非専門的法学教育における民事手
続法教育の意義について検討する。
　非専門的法学教育における民事手続法教育
は，主に三つの側面からの展開が考えられる。
　第一に，司法制度論あるいは司法機能論を
重点においた教育展開を目的とした民事手続
法教育である（以下，この教育の目的を第一
目的という）。これは，一般的な市民教育の
範疇に収まる部分が多く，裁判所の機能や裁
判制度全般についてや民事紛争の各カテゴ
リーに応じた裁判所の利用方法，司法へのア
クセスの問題，訴訟と訴訟後の執行について
の簡単な流れ，個人破産制度の説明等，各制
度の概説や手続全体の俯瞰といった事柄が教
育内容の中心となる。
　第二に，特定分野に生じる問題の解決を促
進するための一ツールとして手続法を活用で
きるようになることを目的とした教育である

（以下，この教育の目的を第二目的という）。
ここでは，各学部の必要性に応じたオンデマ
ンド型の手続法教育が実施され，手続法全体
についての内容を詰め込むのではなく，主
軸となる他の専門分野に関連して特定の手続

（や手続法的思考）を理解するというピンポ
イント的教育が中心となる。この場合の手続
法教育は，他の実体法と共に，専門的教育と
しての法学と他の専門分野の間の懸け橋とし
て位置づけられると共に，一部は専門的法学
教育と重なる部分もある。
　第三に，交渉や裁判外の紛争処理（例えば
和解等）等を円滑に進め成立させるための原
則や作法を理解することを目的とした教育で
あり，先に井上教授が指摘されたところの，
一種のコミュニケートモデルであることに着
目すると同時に，公正な手続きとは何かを理
解させることが主な教育の柱となる（以下，
この教育の目的を第三目的という）。
　これら三つの目的は，非専門的法学教育に
おける手続法教育の意義をなすもので，各々
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の目的遂行のための教育内容や方法は，その
教育対象にも依存する。そして，そこでの民
事手続法教育は，従来の法学部教育で実施さ
れてきたものとは質的に異なるものとなるだ
ろう。以下では，法学教育が関わる他の主要
な専門分野について，教育の対象と上記教育
目的の関連，および妥当な教育展開について
考察する。

（２）他の専門分野と民事手続法教育の関連
①　経済学部系
　経済学部では，国内外を問わず，広く社会
一般において活躍する企業人の育成が主要な
目的となることが多い（45）。ここでの法学教
育は，経済学等の専門分野の理解の一助とし
て実施されるもので，まさに非専門的法学教
育の展開場面である。このような場合の手続
法教育は，第一目的を前提としつつ，第二目
的および第三目的がヨリ重視されることにな
ろう。
　具体的には以下のような場合である。第二
目的という点から見ると，金融機関に勤める
ことを志望する学生には，特に債権回収手続
として民事訴訟法や民事執行法を履修させる
ことが有用であるし，その他の企業にあって
も，契約書記載の事項の実現方法として民事
手続法の概要をなぞっておくことは役に立
つ。さらに，倒産関係の法については，どの
ような業種・職種であっても，労働者である
限りは少なくとも自己の給与債権の処遇につ
いて知っておくべきであるし，経営者であれ
ばその必要性は数倍高くなる。また，第三目
的に関して言うと，例えば契約交渉に際して，
契約内容はもとより契約締結に向けたプロセ
スが重視されることは多々あるし，それ以前
に，契約内容を固める段階においてはなおの
こと契約条項作成の過程が重視される。
②　医療・福祉学部系
　医療・福祉系の学部は，言うまでもなく医
療・福祉の分野における専門家の養成を教育

目的とするものであり（特に医療系の学部は
それが唯一の目標となる），そこでの法学教
育の目的は①と同様であるが，民事手続法教
育の目的に関して言うと様相が異なる。すな
わち，第二目的の要請は若干後退し（46），制
度的・概論的な手続法知識の獲得を目指す第
一目的や，第三目的が主体となる。第三目的
についてさらに付言しておくと，医療の施術
者あるいは提案者として患者に向き合い，患
者にとって必要と思われる医療支援を提示・
提供するという行為においては，合意形成に
向けて手続的な正当性・妥当性を意識した話
し合いが求められる。この点，場面は異なる
ものの，①と同じ考え方に基づいているとい
える。
③　教育学部系
　教育学部の重要な使命の一つは教員養成で
ある。これからの法化社会を担う次世代を育
成するにあたり，初等・中等教育における法
教育を視野に入れておく必要があり，その対
応としても司法システムを理解しておくこと
は重要である。したがって，ここで求められ
る手続法教育としては第一目的が中心となる
と共に，同時並行として，合意形成過程の重
要性を認識するためにも，第三目的も重視す
べきであろう。例えば，法教育の一環として
生徒に学級のルール作り等を行わせるにあた
り，全員が納得いくルール作りとはどのよう
なものか，全員が受け入れられるルールの条
件はどのようなものであるかを考えさせるに
あたっては，第三目的に比重を置いた教育展
開が必要である。
④　その他の学部
　上記以外の学部における法学教育は，主に
一般教養獲得のための教育であり，ここでの
手続法教育の目的もまた第一目的が中心とな
る。加えて，①〜③と同様に，第三目的につ
いて触れておくことも重要であろう。市民生
活を送るうえで，合意形成の場面は日常的に
訪れるからである。
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（３）非専門的法学教育における手続法教育
のあり方

　（２）において各学部における手続法教育
の目的の相違を概観してきたが，各学部の教
育対象が卒業後どのような職へ就くことを予
定しているかにより，そこで求められる法学
教育の内容が異なるように，重視される手続
法教育の目的や内容も異なることは当然であ
ろう。ただ，手続法教育の三つの目的は，局
面によって重視される目的に変化があるもの
の，特定の目的のみが必要とされ，他の目的
はそこから排除されるという性質のものでは
ない。三つの目的は程度の差はあれ常に必要
なのであり，他の専門教育からのニーズによ
り，その重要性にいわば濃淡が生じるという
ことである。この現象は，特に第一目的およ
び第二目的において生じるものである一方，
第三目的については，全ての分野に等しく共
通する目的であるということが指摘できる。
　また，非専門的法学教育における手続法教
育の内容は，そこで重視される手続法教育の
目的に当然に依存する。第一目的が重視され
る場合には，教育内容は司法制度論に傾き，
第二目的が重視される場合には，訴訟法上や
執行・倒産法上の特定のトピックを中心に内
容を組み立てる方が適切であろう。そして，
第三の目的に関しては，手続の妥当性や正当
性，すなわち手続的正義についての考え方を
学べるような内容構成が求められる。そこで
は，手続理論の概論的学習の他に体験学習を
導入することで，一層の理解を深めることが
可能となるであろう（47）。
　ところで，このように考えると，非専門的
法学教育としての民事訴訟法ひいては民事手
続法の学習は，司法制度や司法サービスにつ
いてといった一般教養的内容，あるいは，合
意形成に必要とされる正当な手続のあり方の
理論的および実践的検討がその中心となると
いう意味で，これまで法学部で実施されてき
たような学問上の論点検討型教育といった

「法の学習」とは異なる。特に，手続法教育
の第三の目的については，日常生活における
一般的かつ普遍的な視点を育むものであるこ
とから，その対象は，非専門的法学教育を受
ける者であると専門的法学教育を受ける者で
あるとを問わない。そればかりか，大学で学
習する者に限られず，初等教育を受ける世代
から既に社会の一線で活躍している世代，さ
らに言うと，これまでの社会の発展を担って
きた世代をも等しくその対象範囲に含むもの
である。そして，このような教育を実施する
ことで，広く社会人一般として，またはよき
市民としての活躍やその育成に寄与すること
が，まさに非専門的法学教育における民事手
続法教育の意義と言えるのではないか。よっ
て，民事手続法教育は，市民教育にとって不
必要なものであるとは言い切れず，およそ社
会生活を営もうとする上では，潜在的であり
ながらも確実に求められる能力を涵養するた
めの教育として位置づけるべきである。

おわりに

　法学部が法科大学院設立によって法曹養成
のルートから外されたことにより，学部教育
としての存続について多大な危機感を抱いた
科目は裁判実務に近い科目であり，そのうち
の一つは，間違いなく民事手続法であろう。
このことは，他学部における民事手続法教育
の意義やあり方についても波紋を広げ，考察
を促すことの契機となったと言ってよい。こ
れまで見てきたように，民事手続法教育は法
学部のみならず，広く他の学部教育において
も展開する意義を有するのは確かであって，
専門的法学教育としてだけではなく，一般教
養としての民事手続法の存在意義と，そこで
展開すべき手続法教育について一つの方向性
を示すことができたと考える。
　ただ，具体的な教育の実施形態については，
なお一考の余地がある。例えば，企業を目指す
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者に対する民訴法教育は，今少し実用的，実
践的な教育へ傾斜されることが必要であると
の指摘が企業法務の立場からなされており（48），
これを非専門的法学教育の中で実現しようとす
る場合には，他の専門分野との協同という方法
を検討することも一つであろう。また，民事手
続法教育の第三の目的を実践的教育により実
現する手段として，模擬裁判や交渉のシミュ
レーション等が有効であると考えられるが（49），
これを非専門的法学教育の中で実施するにあ
たっては，題材としてふさわしいのは何かと
いった題材選定の問題，模擬裁判等交渉実践
の予備知識としての裁判実務を，どの段階で
どの程度まで教示すべきかといった点を検討し
なければならない。これらを今後の課題として，
非専門的法学教育における民事手続法教育の
実践的なあり方について，引き続き考察を進め
たい。

［注］
（１）　本稿で使用する法学教育という用語は，高
等教育機関（主に大学や大学院）で実施する，
学部課程や大学院課程学生を対象とした法律
学の専門教育を指す。

（２）　このことは，司法制度改革審議会により法
科大学院の創設が明示された当初から指摘さ
れていた。例えば，木俣由美「二一世紀にお
ける法学教育−「法学部」が消える日」法時
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（３）　松浦馨「学部における法学教育の目的につ
いて（上）」判時1062号（1983）５頁。

（４）　松浦・前掲注（3）。
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授は，卒業生の大多数は法律専門家として就
業するわけではないこと，また社会の要求と
しても，スペシャリスト養成に必要な基礎的
な素養の付与を求める動きはさほど顕著では
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（６）　松浦・前掲注（5）25頁。
（７）　木俣・前掲注（2）69頁。
（８）　伊藤進「法科大学院の設置と法学部・法学
研究科─何が問題なのか」法時77巻６号（2004）
93頁。
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学部・法学研究科の現状と方向性─学術会議
第二部法学政治学教育研連によるアンケート
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（12）　山本爲三郎「法科大学院時代における法学
教育機関の役割分担・相互関係と法学研究者
の養成」法時77巻８号（2005）86頁。

（13）　村井敏邦・椛嶋裕之・鎌野邦樹・白取祐司・
山崎雄一郎「司法改革が法学教育に与える影
響─法科大学院を中心に」法時76巻５号（2004）
14頁〔鎌野発言〕。

（14）　村井ほか・前掲注（13）13頁〔白取発言〕。
（15）　山本・前掲注（12）87頁。
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（16）　吉村良一「企画趣旨，法科大学院設置後の
法学部教育」法の科学45号（2014）87頁。

（17）　大塚・前掲注（11）153頁。
（18）　那須・前掲注（11）66頁。
（19）　具体的数値については，小野・前掲注（9）
103頁参照。

（20）　吉村・前掲注（16）88頁。
（21）　木俣・前掲注（2）69頁。
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と形式的には両立するものであるが，内容的
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われることが望ましい。また，法科大学院の
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（25）　例えば，一般企業における企業法務とその
他の部署における法的知識・技術の必要性を
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なる。
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て，吉野正三郎「法学教育の現状と改革」ジュ
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ついては，「本質的にその内容にかわりはない」
とする。加藤・前掲注（32）143頁。

（34）　井上・前掲注（27）121頁。
（35）　井上治典「法学教育と民事訴訟法」民事訴
訟雑誌38（1992）128頁。井上・前掲注（27）
122頁。

（36）　井上・前掲注（27）。
（37）　松浦馨「大学における民事訴訟法教育」民
事訴訟雑誌38（1992）149頁。

（38）　松浦・前掲注（37）150頁。
（39）　森野俊彦「法科大学院での手続法教育に期
待する─一裁判官の個人的意見として」法時
76巻５号（2004）33頁。

（40）　山本克己「大学における民事手続法教育の
あり方」NBL691（2000）45頁。

（41）　山本・前掲注（40）47頁。
（42）　山本・前掲注（40）47頁以下。
（43）　佐藤鉄男「司法アクセスと法学教育─民事
手続法を中心に」法時76巻５号（2004）48頁。

（44）　佐藤・前掲注（43）46頁。
（45）　例えば，本学経済学部おいては，地域経済
やアジアを中心とした国際経済の現状把握能
力を養成し，地域に貢献できる国際人を育成
することや（経済学科），経営，マーケティン
グ，会計の各分野において，経営情報を有効
活用できる人材を育成すること（経営情報学
科）を教育目的としており，カリキュラムの
中で民法や商法等を履修することができるよ
うになっている。これはすなわち，経済学あ
るいは経営学，会計学等を専門的教育の主軸
に置きつつ，その周辺学習として法律を学習
するという仕組みであり，そこでの法学教育
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リストを養成することを一つの目的としてい
るものの，法学の教育展開は法学部のそれと
類似していることから，非専門的法学教育と
しての位置づけからは外れるものである。

（46）　もちろん，第二目的が全く必要とならない
わけではない。例えば，カルテが訴訟上問題
になることがあるという点を予め理解してお
くこと（加えて，その問題がどのような形で
訴訟上現れるかというのを理解しておくこと）
で，手続法教育が平常時の行動規範を導く一
要因となり得るだろう。

（47）　ただし，このような実践的教育の展開は，
比較的少人数で実施する演習形式の授業等に
馴染み易く，その方が高い教育効果を期待で
きるであろう。もちろん，実施しようとする
実践授業の内容にもよるが，せいぜい30〜40
人程度の人数による実施が限界ではないか。

（48）　有賀煕雄「企業法務の立場から」民事訴訟
雑誌38号（1992）139頁。

（49）　シミュレーションを通じ，法を交渉戦略の
武器として使うことや，戦略的なものの見方
ができるようになることが指摘されている。
新堂ほか・前掲注（28）167頁〔太田勝造発言〕。


